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地方自治体において,住民の意見を収集し,それを政策に反映することは重要な課題である. 住民の意
見を収集するため,アンケート調査,インタビュー調査,市民討議会,パブリックコメントなど様々な
手法が取られている. 近年では,情報技術の発展に伴い, Webベースでの意見収集が行われるように
なってきた.
しかし,その多くは単に従来の方法をWeb上で実装したものである. 例えば, Webベースのアン

ケートで意見収集する場合でも,ただ単に自由記述の入力フォームを利用していたり,固定選択肢の
アンケートフォームが利用されていたりする. このようなフォームは,最終的な判断を下すための投
票のような用途であれば,従来の固定選択肢のアンケートをWeb上で行うことで自動的に集計する
ことができるため,職員の労力を軽減することにつながる. しかし,政策の初期段階や,地域の課題発
見のような多くの種類の意見を集めたい場合,単純に自由記述の入力フォームをWeb上で展開した
だけでは,その整理に必要な作業は,紙で行われていた時と変わらず,職員の労力は依然として多いま
まである. テキストマイニングによる自由記述アンケートの分析手法では,意見の傾向を示すことは
できるが,現在職員によって行われている意見の整理作業を置き換えるものではない.
そこで本研究では,市民がアンケートに回答しながら意見を整理および分類できるシステムを提案

する. このシステムでは,選択肢のリストが動的に変化するマイクロタスクインタフェースを利用し
て,市民の意見を構造化された形式で収集する.
つくば市で実施したいくつかの意見収集プロジェクトと,クラウドソーシングプラットフォームと

組み合わせて行った実験から,このシステムは意見の重複や偏りを抑えることができ,意見の整理を
素早く,容易に行えることが示された.
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第1章 はじめに

地方自治体において, 住民の意見を収集し, それを政策に反映することは重要な課題であ
る. 民主主義社会の長い歴史の中で,全国および地方選挙,数種類の世論調査,オンライン調
査, インタビューなど, 住民の意見を国および地方自治体の政策に反映するための多くの手
法が生み出された [1, 2, 3]. 近年では,情報技術の発展や政治の不安定化に伴い,政治環境は
急速に変化している. このため,国民の声に基づく政策決定は民主主義国にとって非常に重
要な要素となっている. 地方自治体にとっても,市民意見の収集の重要性がこれまで以上に
高くなっている [3, 4].
地方自治体は市民の意見を収集するために情報技術を活用し始めている. 例えば,人々が
意見を述べることを可能にするインタフェースとして, Webサイト,スマートフォン,大型液
晶画面, SNS, QRコードなどが使用されている [4, 5, 6, 7, 8, 9, 10, 11]. しかし, 残念ながら
これらの試みの多くは,世論調査やアンケートなどの従来の方法を実装するためのツールと
して情報技術を使用するにとどまっている [12]. 市民意見を収集するために ITを用いてこ
のような従来の方法を実装しても,情報技術の発展によって可能になる新しいデザインの可
能性を十分に活用することはできない. Webベースのアンケートで意見収集する場合に,単
に自由記述の入力フォームを利用していたり,固定選択肢のアンケートフォームが利用され
ていたりする. このようなフォームは,最終的な判断を下すための投票のような用途であれ
ば,従来の固定選択肢のアンケートをWeb上に実装することで,自動的に集計することがで
きるため,職員の労力を軽減することにつながる. しかし,政策の初期段階や,地域の課題発
見のような多くの種類の意見を集めたい場合,単純に自由記述の入力フォームをWeb上で展
開しただけでは,その整理に必要な作業は,紙で行われていた時と変わらず,職員の労力は依
然として多いままである.
伝統的な手法で,収集した意見を整理する場合,特に市民が自由記述形式で意見を述べるこ
とを許可する場合には,多大な労力が必要となる. 事前に用意された選択肢を持つアンケート
は,このような労力を避けるために望ましいが,次の 2つの点で完全な解決策とはならない.

• 事前に完璧な選択肢を用意できない.

• 市民が自由な形で意見を述べることを求めている.

たとえばつくば市では,固定選択肢のみのアンケートを実施するたびに,自由記述形式で入
力できないことに対する苦情が市民から寄せられている.
本研究では, 動的マイクロタスクインタフェースを利用して, 市民がアンケートに答えな
がら同時に意見を整理することができるシステムを提案する (図 1.1). マイクロタスクとは,
クラウドソーシングの中でも，ワーカが短時間で行うことができるような，作業量が少ない
もののことである. たとえば,簡単なアンケートや,画像へのラベル付け,データの分類など
がある. また,ここでの意見とは,彼らの視点,アイデア,好み,または判断に関して提起され
た質問に対する個々の回答を指す. このシステムでは,選択肢のリストを動的に変更するマ
イクロタスクインタフェースを用いて,構造化された方法で市民の意見を収集する. 自由記
述による新しい入力を受け取った場合は,以降の回答者の選択肢のリストにその意見が表示
される. また,意見の入力後,同様のインタフェースを用いて,その意見を持つに至った理由
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図 1.1: 意見を収集,整理するためのシステム. (左)従来の意見収集システムでは,政府職員が収集し
た意見を整理する. (右)提案手法では市民がその場で意見を整理する.

を尋ねる. 結果としてこのシステムでは収集された意見を, 2種類のノードが意見とその背後
にある理由である 2部グラフとして出力する (図 1.2). そのため,結果は得られた時点ですで
に構造化された形で整理されており,収集した意見の分析が容易になる (第 4.2.2章を参照).

本研究の貢献

本研究の貢献は次の通りである.

• 動的マイクロタスクを使用した構造化された意見収集方法を提案する.
これは従来の自由記述式によるアンケートをインターネット空間に実装するだけでは
なく, 情報技術による新しいデザインスペースを活用したものである. 提案手法では,
市民の意見を収集するのに役立つだけでなく, 収集した意見を市民の力でまとめるこ
とを可能にする.

• つくば市で実施した提案手法によるいくつかの試みの結果を報告する.

• 提案手法により,市民は重複することなく,組織化された意見を構造化された形で作成
できることを実験的に示す.

• 収集された意見に既存の分析手法を適用することにより, 構造化された意見が分析を
容易にする方法を説明する.
特に,市民から収集された意見のクラスタリング結果は,市役所のスタッフが実施した
クラスタリング結果と類似していることを示している.

• 提案手法が,従来の固定選択肢の意見収集と比較して,偏りなく意見を集められること
を実験的に示す.
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図 1.2: 提案手法でのシステムの出力の例. 出力は,取得された時点ですでに構造化された形式で構成
されているため,収集された意見の分析が容易になる. この構造は 2セットのノードが意見と理由で
ある 2部グラフである. エッジは意見と理由を結び,ラベルは投票数を表す.

本研究の制限

本論文で提案するシステムは意見を収集するための自由記述形式の質問に代替案を提供
することを意図しており,すべてのタイプのアンケートに取って代わることは想定しておら
ず,他人の意見に影響を受けてはならない統計調査などを置き換えるものではない. また,意
見を表明するときに他の意見を見るのには賛否両論があるが, Yanivらによると,人々に意見
を提示することで,彼らの意見をより正確に示すことができるという [13]. 提案システムで
この問題に対処することは興味深い課題ではあるが,本研究では範囲外である. この影響を
回避する方法の 1つは, 市民が意見を入力した後に他の人の回答を表示し, 投票を求めるこ
とである [14].
もう 1つの重要な制限は,本論文では,構造化された意見収集手法に焦点を合わせており,
最も単純な形式のユーザインタフェイスを利用していることである. これは私たちの実験の
人数 (n = 415)ではうまくいったが,参加人数が増えると,回答者はより多くの意見を閲覧し
なければならないため,ユーザインタフェイスが課題になる. それに対処するには,洗練され
たユーザインタフェイスを考案する必要がある. たとえば,自分の意見を入力したときに同
様の意見を表示することは,可能な解決策である.
本論文の構成は次のとおりである. まず第 2章で関連研究をを示す. 次に第 3章で,提案手
法といくつかのプロジェクトでの展開を説明する. 第 4章では,プロジェクトの展開によっ
て得られた結果を分析し,評価する. 第 5章では提案手法と固定選択肢による比較実験の結
果を説明し,提案手法の有効性を評価する.
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第2章 関連研究

2.1 情報技術を利用した市民意見収集に関する研究

情報技術を利用した市民意見の収集に関する研究は多くなされている. 最も一般的な方法
は,紙のアンケートを配布することなく,市民が簡単に問題を報告したり,アンケートに答え
たりすることである [12]. 最近の研究では, Webやスマートフォンを利用して,市民が都市の
問題を見つけたらすぐに報告できるようにしたもの [9, 15, 16, 17]や, 場所に関連する質問
に回答できるようにしたものがある [18, 19].
この方法の課題の 1 つは, タスクに参加する人々をどのように募集するかである [20].

Textizen [21]は,バス停に質問内容と電話番号の書かれたポスターを設置し,その番号に SMS
を送信することで市民が簡単に質問に答えられるようにしている. ThoughtCloud [22]では,
イベント会場に設置されたタブレットを使用して回答する. 一部の研究では,専用の機器を
開発し,人々が質問に答える動機づけを行っている [23, 24]. また,クラウドソーシングを使
用して市民から意見を収集する研究も存在している [25]. タスクに参加する人々の募集は本
研究の範囲外ではあるが,実験ではこれらの方法を利用して参加者の募集を行った. (3.2節)
上記の研究は, 市民の意見を募集するもので, 市民に意見を整理するように依頼するもの
ではない. もう 1つのアプローチとして,市民が特定のトピックについて議論できる場所を
作成,市民が新しいアイデアを生み出したり,意思決定を行えるようにしたりするものがあ
る [26, 27, 28, 29, 30]. これらの研究はトピックのクラスターや,ディスカッションツリーな
ど,いくつかの構造をシステムに導入しているという点で,本研究と同様である. しかしこれ
らの研究は,意見や論点を整理して議論するなど,質問に答える以上のことを市民に求める
という点で本研究と異なっている.
これら 2つのアプローチと比較して,本研究のアプローチは次の 2つの意味で中程度のソ
リューションを設計することに焦点を当てている.

• 一般的な質問に答える以上のことを市民に求めない.

• 市民に他人の意見を判断する (分類する,タグを付けるなど)ことを求めない.

したがって,市民が回答を整理することに対して,コストが増えることはなく,また,市民の
意見を収集するための現在のワークフローと互換性があるため,意見を整理するための地方
自治体側の作業を大きく変える必要がないという特徴がある.

2.2 自然言語処理技術に関する研究

自然言語処理の技術の利用は,市民の意見を収集および分析する際の別のアプローチであ
る. 最も単純な方法は, Twitterなどの SNSから市民の意見を抽出することである [31]. この
方法は, 市民の自発的な発言を分析するため, 市民に人気のないトピックに関する意見を収
集するのには適切ではない. また,意見を分析する典型的な自然言語処理の方法としてテキ
ストマイニングがある [32, 33, 34]. テキストマイニングによる自由記述アンケートの分析手
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法では, 意見の傾向を示すことはできるが, 現在職員によって行われている意見の整理作業
を置き換えるものではない [35].

2.3 ITベースの調査に関する研究
ITベースの調査に関連する調査も存在する. Grovesら [36]は,低い調査回答率は,非回答
エラーのリスクが高いことを示している可能性があることを示唆している. また, Schoberら
[37]は,調査結果とソーシャルメディアコンテンツの関係について議論している. いくつか
の研究では,調査のさまざまな「モード」 (たとえば,ウェブベース,対面,電話ベース,モバ
イル)による効果について議論している [38, 39]. これらの結果を考慮することは,今後の研
究における興味深い課題である.
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第3章 提案手法

3.1 タスクデザイン

図 3.1に, 本研究における意見収集のためのフレームワークを示す. このフレームワーク
には大きく 2つの特徴が存在する.

1つ目の特徴は,回答者の入力によって選択肢が増えることである. 各タスクでは,選択肢
が表示されるだけでなく,自由記述による入力欄も存在している. 回答者が自由記述によっ
て回答した場合, 自由記述による入力の内容は, それ以降の回答者に選択肢の 1つとして表
示される. 初期選択肢の集合を D, n番目の回答者による自由記述の回答を Fn としたとき,
n + 1番目の回答者に表示される選択肢の集合 Ln+1 式 3.1で表せる.

Li+1 = D ∪
i∑

k=1

Fk (3.1)

このとき, 自由記述による入力を無制限にしてしまうと, 選択しにくい長文の選択肢が存
在する可能性がある. そこで自由記述による入力欄の文字数に制限を設けることで,選択肢
として利用しやすい自由記述を促すことができると考えられる. 実験では入力欄の文字数を
30文字までに制限した. また,市民が自由記述ではなく選択肢から回答した場合は,単純に
各選択肢の投票数をカウントする. このように,市民による自由記述を選択肢として利用す
ることで,事前に用意できない選択肢を補うと同時に,自由記述による意見の重複を最小限
にとどめることを目指す.

2つ目の特徴は,回答の手順が意見と理由の 2つのステップに分かれていることである. 最
初のステップでは回答者はトピックに対する自身の意見を回答し,次のステップでは選択・
入力した意見をなぜ選択・入力したのか理由を入力する. 理由のステップは,意見のステッ
プと同様に選択肢から選択するか自由記述によって回答でき,自由記述による内容は以降の
回答者の選択肢に追加される. 結果として,このシステムは,図 1.2のように, 2つのタイプの
ノードが意見とその背後にある理由である二部グラフを出力する. この二部グラフとして表
される意見と理由の関係を用いることで,意見の整理を行う.

選択肢の表示順序

選択肢式のアンケートにおいて選択肢の表示順序は重要な要素であり,それに関する研究
は多く行われている [40, 41, 42, 43]. これらの研究をまとめると次のことが言える.

• 視覚的に提示された選択肢の場合, 上位に表示された選択肢ほど選ばれやすい (初頭
効果)

• Webによるアンケート調査において,選択肢の表示順序を並び変える「ランダマイゼー
ション」を行う場合,評価項目の並び順によるバイアス (順序効果)は排除されるが,個
人ごとに別々の順序効果を課すことになるため,特に選択肢の項目間に関係がある場合
は慎重になる必要がある.
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図 3.1: 提案するフレームワークのインタフェース. 意見フェーズで,回答者は表示された意見を選択
するか,自由記述で新しい意見を入力できる. 理由フェーズでは,回答者は同じ方法で理由を選択また
は入力できる. Citizen iが自由記述で新しい回答を入力すると, Citizen i + 1の回答時に入力された回
答が選択肢として表示される.

本研究では,選択肢が動的に追加されるという特徴がある. そのため,選択肢の数が長大にな
る場合も考えられる. その際に,理想的な選択肢の表示順は,回答者に選択される可能性が高
いものが上位に表示されることである. これによって,すでに選択肢に存在するものの,回答
者が発見できなかったために, 自由記述によって回答されてしまい, 選択肢が重複する可能
性を抑えることができる. そこで本研究では選択肢の表示順を最新の入力・投票順とした.
最新の入力・投票のものを上位のとすることで,単純な投票数順では上位に表示できない自
由記述による入力のものを特別な扱いなしに上位に表示でき,また,投票数の多い選択肢は
上位に表示されやすいという特徴を持つ. そのため,本研究の目指す意見収集に適している
と考えられる.

3.2 実世界での展開

提案システムを,表 3.1に示す通り,複数のトピック,回答者の募集方法を用いて展開した.
この展開での結果から, Baldaufらの研究 [5]と同様に, QRコード付きのポスターを展開
しただけでは人々を引き付けるのは簡単ではないことが示唆された. それに対して,イベン
ト会場で展開することや, クラウドソーシングサービスを利用することによって, より多く
の人々を引きつけることができる. ただし, クラウドソーシングサービスでは, 特に地元の
人々の意見が重要であるトピックには適していない. 回答者の募集に関する方法論は,本研
究の範囲外であるため,これ以上の議論は省略する.
クラウドソーシングサービスによって得られた結果の一部は第 4章で利用される.
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図 3.2: イベント会場の様子. 会場内に設置された各ポスターにある QRコードから,システムにアク
セスできる.

図 3.3: 市役所のロビーの椅子の後ろに貼られたポスター. 各ポスターには,システムにアクセスする
ための QRコードがある.
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表 3.1: 提案システムの展開
トピック 回答者の募集方法 期間 回答数

#1: つくば市中心市街地の街づくり イベントでポスター掲示 (図 3.2) 7日間 32
#2: 市役所窓口のサービス 市役所にポスター掲示 (図 3.3) 322日間 43
#3: マイナンバーカードの機能 市役所にポスター掲示 (図 3.3) 330日間 38
#4: マイナンバーカードの機能 インターネット広告 29日間 2
#5: マイナンバーカードの機能 クラウドソーシング 11日間 161
#6: マイナンバーカードの機能 クラウドソーシング 4時間 415
#7: つくば市に関するイメージ調査 クラウドソーシング 1時間 111
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第4章 評価実験 1

提案手法の展開によって得られた結果を利用して,出力品質に関する 2つの項目について
評価を行った.
第 1に,動的に変化する選択肢による意見の整理品質について評価を行った.
第 2に, 意見と理由の関係によって構造化された出力について, 理由に基づいてクラスタ
リングを行った結果と, 市役所職員による分類の結果の比較を行い, 市民によるオンザフラ
イラベリングと,意見を収集したのち職員の手によって分類される従来の 2段階の分類との
違いを評価した. この評価のために,収集された意見についてその理由を示さずに市役所職
員に渡し,意見の整理を依頼した. 比較の結果,提案システムが市役所職員による分類と互換
性のある結果を出力できることが示された.

4.1 実験設定

トピック

評価実験 1で利用したトピックは「マイナンバーカードに追加されてほしい機能」であ
る. つくば市では以前からこのトピックに関する意見収集を行っている. 本実験ではこれま
でに紙によるアンケートで利用されていた 11の意見および「特になし」を初期選択肢とし
た (図 4.1). 提案システムでは図 1.1に示すように,回答者は表示された選択肢から 1つ以上
の意見を選択するか,自分の意見を入力し,それぞれの意見に対して, 1つ以上の理由を選択
または入力できる.

回答者の募集

提案手法を利用する回答者の募集方法は, 2.1 節で述べたように様々なものがあるが, ト
ピックが全国民に共通した話題であり,また短時間かつ低コストで多数の回答を得ることが
できるため, 実験ではクラウドソーシングプラットフォームの 1つである Yahoo!クラウド
ソーシング1を利用して回答者の募集を行った. 回答者への報酬は 1タスクにつき Tポイン
ト 2ポイントとした. また,回答者の募集について「茨城県のみ」と「全国対象」の 2つの
方法で意見収集を行った.

4.2 実験結果

図 4.1は,「茨城県のみ」の募集で得られた意見と理由の投票数を示している. また,表 4.1
は,収集された意見と理由の統計を示している.「茨城県のみ」の募集では,回答数 161,最終
的な意見数 (「特になし」を含む )は 16,理由は 14となり, 6つの意見と 13の理由が回答者
によって追加された. 1人あたりの平均意見数は 1.39で, 1意見あたりの平均理由数は 1.16

1https://crowdsourcing.yahoo.co.jp/
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表 4.1: 収集された意見の統計
茨城県のみ 全国

#回答者 161 415
#1回答当たりの平均意見 1.39 2.06
#自由記述による意見 6 18
#意見 (O) 16 28
#重複を除く意見 (O′) 14 20
#意見の重複率 12.5% 28.57%
#1意見当たりの平均理由 1.16 1.41
#自由記述による理由 13 42
#理由 (R) 14 43
#重複を除く理由 (R′) 11 21
#理由の重複率 21.43% 51.16%
時間 11日間 4時間

となった. 多くの人々は,どちらの条件においても 1つまたは 2つの意見とそれぞれに対し
1つの理由を入力した. また,初期選択肢 (「図書館利用証および介護保険証」)に対して投
票した人が存在しなかったことは注目に値する.
図 4.6 (左)は「茨城県のみ」の募集における各意見の投票数とそれに関連する理由の種類
数との関係, (右)は各理由の投票数と関連する意見の種類数との関係を示している. 図が示す
ように,各意見 (または理由)の票数と関連する理由 (または意見)の種類数の間には r > 0.7
の明確な正の相関がある. この関係は,「全国対象」の募集でも観察された.

4.2.1 評価 1: 意見の整理の品質

提案システムの目的の 1つは,収集された意見の整理をクラウドソースし,市役所職員が意
見を整理する必要性を減らすことである. そのため,提案システムが意見の重複なしに要約
された結果を出力できるかどうかを評価することは非常に重要となる. 以下に示すように,
提案システムは要約の品質に関してかなり良い結果を示した. しかし,品質はシステムの展
開方法に大きく依存することが判明した.
表 4.1の重複率を使用して,提案システムが意見をまとめるのにどのように機能するかに
ついて定量的に評価する. 意見および理由の重複は, 7人の多数決により判定した. 意見の重
複率 Dopinions は,式 4.1で計算される.

Dopinions =
|O| − |O′|
|O| (4.1)

ここで, |O|は取得した意見の数で, |O′|は重複を除いた意見の数である. 取得した理由の重複
率は, |R|および |R′|を使用して同様に計算される.
表 4.1 に示すように, 「茨城県のみ」の募集で得られた意見と理由の重複率は, それぞれ

12.5%と 21.43%となった. 図 4.3は,提案システムを使用しない場合のこれらの重複率の最大
値を D0opinionsおよび D0reasonsとして,提案手法と比較した結果を示す. ここで,初期選択肢
の集合を Od,市民によって追加された選択肢の集合を Oa 選択肢 oi における投票数を V(oi)
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図 4.1: (下)得られた意見と理由,および (上)それらに対する投票数. 色付きのセルは,初期選択肢を,
*は重複と判断された選択肢を表す.
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図 4.2: (左)各意見に対する投票数と関連する理由の種類数. (右)各理由の投票数と関連する意見の種
類数. 各意見 (または理由)の票数と,関連する理由 (または意見)の種類数との間に正の相関関係が見
られる.

とすると D0opinionsにおける |O|は式 4.2で表せる.

|O| = |Od | +
∑

oi∈Oa

V(oa
i ) (4.2)

図 4.3が示すように,提案システムは収集した意見を整理するのに効果的である.

4.2.2 評価 2: 構造化された出力の評価

次に, 提案システムの出力に既知の手法を適用して, 収集された意見の構造化された出力
の可能性を確認した. 「茨城県のみ」の募集における意見と理由の関係は,図 4.4に示すよ
うに 2部グラフで表すことができる. このとき,両側のノードは意見と理由を表し,各エッジ
は意見と関連付けられた理由をつないでいる. また,エッジの重みは意見と理由の各ペアに
おける投票数を表す.
このグラフにより, 自由記述形式の意見を分析したり, 選択肢の選択背景を考察すること
なく,意見の背景をすぐに知ることができる. 図 4.4からは,紛失のリスクの懸念とマイナン
バーカードを便利だと考えていないという 2つのマイナンバーカードを携帯しない理由が
存在することや,多くの機能を 1枚にまとめたいと思っている人が多いことなどがわかる.
このような構造化された出力を持つことの利点は,さまざまな分析手法を出力に直接適用
できることである. たとえば,図 4.4の色付きの意見は,理由のセットカバーである. セット
カバーを計算することで,すべての理由をカバーする最小限の数の意見を見つけることがで
きるため,多くの人々を満足させることができる意見を採用することができる.
もう 1つの例は,意見と結びつけられた理由の関連性の観点から意見間の類似性を計算し,
類似した意見を見つけることである. この類似性を利用して,それらに基づいてクラスター
分析を実行できる. 図 4.5 (上)は、ウォード法によるクラスタ化された意見の系統樹を示し
ている. 各意見間の距離は,各意見が関連する理由によって作成されたベクトルを使用して,
コサイン類似度によって計算される. このクラスタリングでは, Reason14「特にない/わから
ない」および Opinion16「特になし」は除外している. また, Opinion15「キャッシュカード、
クレジットカード」は理由として「特にない/わからない」しか持たないため同様に除外さ
れている.
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図 4.3: 得られた回答の重複率

類似度に基づく意見のクラスタリング結果と, つくば市職員が分類した結果を比較した.
図 4.5 (下)は,市役所の職員による分類の結果を示している. 表の各列はクラスタであり,意
見の一部は複数のクラスタに属している (つまり,クラスタが重複している). それぞれの丸
い点線の円は,図 4.5 (上)のクラスタを表している. 図に示すように,得られた意見に関する
理由ベースのクラスタリングは,職員による分類結果と互換性があった.

4.3 考察

結果から提案システムでは意見,理由の重複を大きく抑えることができた. しかし,提案シ
ステムにおいても,重複率は 0とはならない. 回答のログを調べたところ,重複した意見の多
くは,タスクの初期段階で生成されていた. 初期段階において,多くの回答者が並行してタス
クに回答したため,他の人の意見を見ることができず,重複した意見が入力されたと想定さ
れる.
この重複は,「全国対象」の募集においてより多く発生した. 「全国対象」の募集で得ら
れた意見と理由の重複率は, それぞれ 28.57%と 51.16%となり, 重複率は「茨城県のみ」の
募集よりも大幅に大きくなっている. 図 4.6は,時間経過による回答数の分布を示している.
「全国対象」の募集では, タスクが開始されるとすぐに非常に多くの回答者が集まっている
ことがわかる.
回答者が同時にタスクを実施しているとき,選択肢のリストを更新するためのシーケンシャ
ルデータフローは機能しない. そのため,提案システムを用いて意見収集を行う際は,特に初
期段階において同時に多数の回答者が集まらないように注意して,回答者を募集する必要が
あることが示された.
また,理由の重複率が意見と比較して高くなった理由としては,理由には初期選択肢が 1つ
しか存在しなかったことや, ニュアンスの違いから自由記述で入力する回答者が存在し, そ
れらが重複と判定されたことなどが考えられる. これらの重複を抑えることは今後の課題で
ある.
今回のトピックである「マイナンバーカードに追加されてほしい機能」では,運転免許証
や健康保険証など,機能としては別のものではあるが,追加されてほしい理由は同じである
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図 4.4: 二部グラフ: グラフを使用すると,分析せずに意見の理由をすぐに知ることができる. 色付き
のセルは理由のセットカバーを表す

意見が多く集まった. 二部グラフを見ることで,これらの意見には「1つにまとめたい」とい
う理由があり,どれか 1つを採用するだけでは市民の要求に対して効果的ではないというこ
とがわかる. また,階層クラスタリングの結果 (図 4.5 (上))を観察するとクラスタ Aはそも
そもマイナンバーカードに対して否定的な意見,クラスタ Bは今までにない新しい機能,ク
ラスタDは 1枚にまとめたい既存のカードとみることができ,意見の方向性ごとに 1つのク
ラスタにまとめることができたといえる. さらに,理由のセットカバーを計算した結果,セッ
トカバーに含まれる各意見は階層クラスタリングにおいてそれぞれ別のクラスタに所属す
る結果となったことから,これによって,大まかに分類された意見クラスタを代表するような
意見を得ることができると考えられる. これらの結果から,提案手法により構造化された出
力である二部グラフ, そのクラスタリング結果および理由のセットカバーを見ることで, こ
れまで手作業で行われていた意見の整理を素早く容易に行うことができると考えられる.
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図 4.5: (上)意見のコサイン類似度によってその理由の観点から計算されたクラスタと (下)つくば市
職員によって作成されたクラスタの比較. 後者のクラスタセットには重複が存在する点に注意が必要.
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第5章 評価実験2

選択肢が動的に変化することによる影響を調査するため,提案手法と固定選択肢によるア
ンケートで意見収集を行った. 実験の結果,提案手法では意見の重複率が固定選択肢と比較
して少なくなっただけでなく, 初期選択肢以外への回答が多くなり, 意見の偏りを抑えるこ
とができることが示された.

5.1 実験設定

固定選択肢アンケート

提案手法と比較するために固定選択肢によるアンケートフォームを作成した,このフォー
ムのユーザインタフェースは,自由記述による入力が以降の回答者の選択肢に反映されない
とを除いて提案手法と同じである.

トピック

評価実験 2では表 5.1に示す 4つのトピックについて意見収集を行った. 意見の初期選択
肢の数はトピックごとに異なり,理由の初期選択肢は 0とした.

回答者の募集

回答者の募集は評価実験 1と同様に Yahoo!クラウドソーシングを利用した.

5.2 実験結果

実験の結果得られた回答の概要を表 5.2に示す. 意見の重複率はすべてのトピックにおい
て提案手法が固定選択肢以下となった (図 5.1).
図 5.2に提案手法と固定選択肢の総得票数における初期選択肢の得票率を示す. 固定選択
肢では初期選択肢の得票率が高いが,提案手法においては初期選択肢以外の回答者によって
追加された選択肢も多くの票を集めている. また,図 5.3 図 5.6は,時間経過による入力さ
れた意見の数の変化を示す. 縦軸はその時点までに自由記述によって入力された意見の総数
で,横軸はそれまでの回答者数を表す. このグラフから,自由記述による入力が行われたタイ
ミングは必ずしも開始直後ではなく,ある程度の間隔で訪れることが示された.
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表 5.1: 実験に利用したトピックと初期選択肢数.
トピック 初期選択肢数 (意見) 初期選択肢数 (理由)
#1: 少子化対策に関するアイデア 3 0
#2: 労働力の減少に対するアイデア 3 0
#3: 現在住んでいる地域の気に入っている点 6 0
#4: 現在住んでいる地域の気に入らない点 6 0

表 5.2: 実験結果

トピック
#1. 少子化対策に
関するアイデア

#2. 労働力の減少に
対するアイデア

手法 提案手法 固定選択肢 提案手法 固定選択肢

#回答者 130 155 120 130
#自由入力による意見 11 37 11 33
#意見 (O) 14 40 14 36
#重複を除く意見 (O′) 13 27 13 20
#意見の重複率 7.14% 32.50% 7.14% 44.44%

トピック
#3. 現在住んでいる地域の
気に入っている点

#4. 現在住んでいる地域の
気に入らない点

手法 提案手法 固定選択肢 提案手法 固定選択肢

#回答者 370 368 340 345
#自由入力による意見 5 6 12 18
#意見 (O) 11 12 18 24
#重複を除く意見 (O′) 11 12 18 21
#意見の重複率 0% 0% 0% 12.5%

5.3 考察

固定選択肢のアンケートとの比較においても,選択肢の重複率において提案手法が優れた
結果を示した. また,提案手法と固定選択肢における総得票数に対する初期選択肢の得票率
の違いから,固定選択肢では,十分な選択肢が用意できていない場合,自由記述の入力欄を設
けたとしても, 回答が初期選択肢に偏ってしまい, 初期選択肢から漏れてしまった重要な意
見を見逃してしまう可能性があることが示唆された. 時間経過による意見数の変化から,選
択肢式のアンケートにおいて,自身の意見と一致するものが選択肢にない場合に,自由記述
で入力する回答者は決して多くないためこのような結果になると考えられる.
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第6章 まとめと今後の課題

本論文では,選択肢のリストを動的に変更するマイクロタスクインタフェースを用いて,市
民がアンケートに回答しながら意見の整理ができるシステムを提案した. このシステムは,
回答者の入力によって選択肢が動的に追加されることで意見を効率よく収集すること,意見
と理由の 2つのステップに分けて回答を収集することで,市民の意見を構造化された形で収
集することの 2つの特徴を持っている. 提案システムの展開によって得られた結果は,この
システムが重複の少ない結果を出力し,構造化された出力は,結果の整理にかかる労力を削
減できることを示した.
また,追加で行った固定選択肢のアンケートとの比較実験の結果から,固定選択肢では,十
分な選択肢を事前に用意できなかった場合,たとえ自由記述による回答を許していたとして
も,得られる結果に偏りが出てしまう可能性があることが示唆された.
今後の課題としては,回答の重複をさらに減らすためのより良い回答者の募集方法の検討
や,選択肢の表示方法の検討,提案手法をより簡単に利用するためのアンケート作成,結果分
析のユーザインタフェースの作成などがあげられる.
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